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Understandingthe relationship between educational expenditureand educationaloutcome has long beenthe key to

empirical educational policy analysis. Thereare enormousamounts of educationalproductionfunc.lions researches in

economics and school effectiveness researches in educational studies about whether money ma'tters. Althoughwe

don't reach an agreeable conclusion, it is necessary to considerthe heterogeneityon the effect of input and the

inefficiency on administrative process, and seems to be constructive for both sides of the issues to do.

This paper discusses some points on the analyses about the effects of the educational expenditure and school

resourceswiththe focus on the issue about heterogeneity and inefficiency. First, the perspectives aboutthe cause of

the heterogeneity andthe inefficiency are showed_ Second,the problems of the some statistical methods, such as

hierarchical model, fixed effect model, data envelopment analysisand stochastic Bontier model, are examined.
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Ⅰ.はじめに

政策科学において､アウトカムの規定要因の分析､

あるいは政策的な操作可能なインプットのアウトカム

に対する効果の解明は中心的な課題である｡このこと

は教育政策研究に関しても例外ではなく､教育支出お

よびそれに規定されるインプット変数の直接的作用に

関する考察は､教育政策に関する実証分析の最も重要

なものの1つである｡本稿は教育支出に関する政策分

析の先行研究のレビューに基づき論点整理を行うもの

である｡無論､このような教育政策分析は海外におい

ては大量の蓄積があり､得られた知見およびそれに付

随する論点を網羅的に検討することは不可能であるた

め､以下では分析における基幹的な間の設定とそれに

対応する実証分析の方法に絞って論じたい｡

本稿の構成は次の通りである｡ Ⅱ節では｢支出は重

要か｣という点に関する論争にこ了いて概観するo III節

では｢支出は重要か｣という視点から｢どのような時

に支出は重要なのか｣という視点-の転換について論

じ､教育支出やそれに付随する資源の効果が異質性や

非効率性を持つことを前提にした研究の重要性を指摘

する｡ Ⅳ節ではこのような視点に基づいた実証分析の

方法上の問題点に関して若干の検討を行う｡ Ⅴ節では

これらの議論をふまえてまとめと今後の実証分析の課
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題を述べる｡
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Ⅱ. r支出は重要か｣

教育におけるインプットーアウトカム関係に関する

研究は通例､教育生産関数(educational production

functions)あるいは学校の効果性(school

effectiveness)に関する研究と呼ばれる1)｡周知のよ

うに､ Coleman et a1.(1966)､所謂｢コールマン･レ

ポート｣はその後の教育政策分析のあり方を方向付け

た記念碑的研究であり､特にその､ ｢学校のインプット

は生徒の学業成績にほとんど影響を及ぼさない｣とい

う結論は､以降様々な学問領域において学校教育に関

する実証分析-の関心を喚起することとなった｡

教育生産関数研究および学校の効果性研究は､明示

的な理論によって説明変数や関数形が導かれたものと

は言い難く､被説明変数と関連のありうる変数を可能

な限り回帰式に投入した誘導形による｢理論なき実証｣

の様相を呈しているが､その最大公約数的な分析モデ

ルは､次のように定式化できる(Hanushek, 2006:ch14)｡

oil - f(Ft(1), p,tt), sly),Ai) + Nit

oは生徒個人の教育アウトカム､ Fは家族のインプッ

ト､ Pは所属生徒集団によるインプット､ Sは所属学校

によるインプット､ Aは生得的な能力､ Vは観測できな

い確率的な要因であり､ iは生徒個人の､ tは時点の添

え字である｡また変数の右肩の(t)はt時点までの累積

であることを表す｡被説明変数である生徒個人のアウ

トカムは､学力調査などによって測られるcognitive

skillが最もよく用いられ､他にはドロップアウトの有

無､卒業後の進路(上級学校-の進学)や労働市場にお

けるパフォーマンス(賃金)なども用いられる｡

説明変数のうち､家庭のインプットとは､具体的に

は親の所得や学歴､人種などの家庭の社会経済的背景

(SES)や親が教育に割く時間であり､生徒集団によるイ

ンプットとは学校やクラスレベルでの生徒のSESなど

の集合的･平均的な特質を指す｡学校によるインプッ

トとは､具体的には教育支出､クラスサイズ(教員生

徒比)､教員給与､教員の資格(修士以上の学位の有無

や教員免許)､教員としての経験などであり､学校の保

有する資源あるいは財政的支出を伴う政策的変数であ

る2)｡また一般的に上式における生産関数fは､特に制

約はないが､実際の実証分析では加法的な線形モデル

または対数線形モデル(半対線形モデル)など線形に

変換されうるモデルを用いることが多く､本質的に非

線形であるモデルが用いられることは稀である｡

col即lan et al. (1966)では､上記の生産関数を線形

回帰分析(OLS)で推定し､家族のインプットおよび生徒

集団のインプットによって説明される分散の割合が大

きく､学校によるそれが相対的に小さいことを根拠に､

｢学校はほとんど影響を与えない｣という結論に至った｡

その後の研究においてColeman et al. (1966)によるSES

などの家庭背景の影響が生徒のアウトカムを強く規定

しているという知見については支持されたが､一方で､

学校あるいは教員による影響に関する知見については

意見が異なっており､後続の研究がColeman et al.

(1966)の主張を支持しているわけではない｡

例えばBowles&Levin(1968)やC苧in&Watts (1970) ､

Hanushek&Kain(1972)はColeman e't al, (1966)による

｢学校はほとんど影響を与えない｣という結論が分析の

不適切さによるところが大きいと批判している｡

coleman et al. (1966)の分析で､家庭背景､生徒集団

の性質､学校の資源を説明変数として累積的に投入し､

学校のインプットによる追加的に説明される分散が少

ないことを示しているが､これらの説明変数間に相関

があり､説明される分散の相対的な大きさは変数を投

入する順番に依存して変化するため､この点を論拠と

するのは不適切であるというのである｡そして説明さ

れる分散の大きさに意義はなく､問われるべきは､学

校のインプットに関する効果の大きさ(係数)である

と指摘している3)0

しかし､学校によるインプットの効果に着目すると

しても､この点について研究者によって見解が分かれ

ており､ Hanushek(1986, 1989, 1997)の教育生産関数研

究のサマリーをめぐる論争にそのような状況を見出す

ことができるo Hanushek(1986, !989, 1997)は､複数の

教育生産関数研究における財政支出を伴うインプット

(教員生徒比､生徒1人当たり教育支出､教員の資格･

学位､教員の経験年数など)に関する推定値の符号お

よび統計的有意性を検討し､ ｢支出と生徒のパフォーマ

ンスの間には強い､体系的な関係は見られない｣と結

論付けている(Hanushek, 1986:1162)4)｡アメリカにおけ

る教員に関わる支出はクラスサイズおよび教具給与に

規定され､前者には教員生徒比が密接に関係しており､
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後者を規定するのは教員の資格･学位と経験年数であ

ることから､教育生産関数に関する膨大な先行研究は､

教育支出の増額が必ずしもシステマテイツクなアウト

カムの向上をもたらさないことを示唆していることに

なる｡しばしば誤解されているが､この｢強い､体系

的な関係は見られない｣という結論はColeman et al.

(1966)の結論と同じことを意味しているのではない｡

支出や支出に規定されるインプットはアウトカムに影

響を与えうるが､インプットがアウトカムの向上とポ

ジティブに関係している場合もあればそうでない場合

もあるというように､その効果は一様ではなく､それ

ゆえ支出拡大が必ずしもアウトカムの向上に結びつく

わけではないと主張しているのである｡

このHanushekの一連の教育生産関数のサマリーは頻

繁に引用されるものであり､影響力が強いものである

が､いくつかの方法上の批判を伴った反論がある｡

Hedges et al. (1994)､ Greenwald et al. (1996)は､

Hanushekの既存研究の整理におけるvoteng count一学

校のインップットに関する推定値について､パラメー

タの符号､統計的に有意か否かで区分し､数え上げる

方式一には問題があることを指摘し､メタアナリシス

によって再分析した結果､資源は実質的にアウトカム

に正の影響を与えていることを示している5)｡また

Krueger(2003)は､ Hanushekのvoting countの手続き

において､資源の効果が統計的に有意でないもしくは

負である論文に過大にウェイトをかけていることを指

摘している6)｡これらは既存研究がインプットの実質

的な効果を十分に立証していると主張するものである｡

｢支出は重要か｣という間に関する大量の教育生産関

数研究の評価については意見の一致を見ていないが､

この主たる要因として､比較的初期の研究における

データの問題一集計データゆえの集計バイアスや､小

規模データゆえの検出力の不足-と内生性-の不十分

な対処が指摘されている｡近年では大規模なマイクロ

データを用いた研究も現れるようになり､また無作為

割り当てによる実験データの使用や操作変数法やRe一

gression Discontinuity Designなどによって内生性

-の対処が図られ､パラメータ推定について精度の改

善が見られる｡その結果､教育支出やそれによって規

定される様々な資源の効果の有無や相関関係の正負で

はなく､その効果の大きさ､あるいはコストに見合っ

た効果が得られるかという点に論点は移行した｡特に

クラスサイズに関する研究では大規模観察データや実
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験データによる実証分析が多数登場している｡

Krueger (1999, 2003)はテネシー州のSTARプロジェク

トの実験データを用いて､少人数学級(K-3)のインパ

クトを推計している｡ 1クラス22人から15人-規模が

縮小することによって､テストのスコアが0.2標準偏

差程度上昇し､経済的効果においても便益が費用を少

なくとも43%上回り､収益率は6%程度に達することを

示している｡ Dustmamn et al. (2003)は､イングラン

ドとウェールズにおけるマイクロデータ(National

Child Developement Survey)を用いて､クラス規模

の効果を推計している｡ 16歳以降の進路に与える影響

と就業後の賃金における影響を推計し､ 16歳時点のク

ラス規模が1人増加するに従い､賃金におい0.3%減少

することを示している｡これらは少人数学級の効果が

大きく､社会的投資としても優れていることを指摘し

たものと言える｡一方で､ Rivkin et al.(2005)はテ

キサス州のTexas School Projectの大規模データを用

いて教育生産関数の推定を行い､クラス規模が10人減

少することによってテストスコアが0.1標準偏差上昇

するという結果を得ており､クラス規模の効果は学年

が上がるにつれて減退することもあり､クラス規模の

効果はそれほど大きくないと主張している7)｡

またわずかだが､メタアナリシスにより複数研究の

結果を統合する研究も見られる｡最近のメタアナリシ

スを用いた分析としてはGoldstein et al. (2002)があ

る8)0 Goldstein et al. (2002)は､経時的な実験計画

法によるクラスサイズに関する研究のみを対象として

メタアナリシスを行った結果､クラスサイズが1人減

少につき､テストスコアが0.02標準偏差上昇すること

を明らかにしている｡

しかし､このようにデータの質の向上や分析手法の

向上が図られてもなお､研究者の間で｢支出は重要か｣

という問やクラスサイズの縮小は費用対効果の面で実

行するに値するかという間に関する見解の相違は収束

してないという状況にある9)0

Ⅲ.効果の異質性.非効率性

既存の教育生産関数研究の整理をめぐる論争は平行

線のままであるが､これらの論争の主題は単に｢支出

は重要か(Does Money Matter?)｣という1点をめぐる

ものでなく､その点で資源のシステマテイツクな効果
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を否定するインプット拡大政策懐疑派といえども

Coleman et al. (1966)の｢学校はほとんど影響を与え

ない｣という主張に与しているわけではない｡むしろ

Hanushekなどの主張の核心は､教育支出およびそれに

規定される資源のインプットの拡大は常にアウトカム

を向上させるわけではなく､特定の条件の下では効果

的に作用するが､別の条件ではそうではないというよ

うに効果の異質性が存在するという点である｡よって､

｢ベストプラクティスの下で支出は効果があるのか｣

｢どのような条件で支出が重要になるのか｣という点が

重要な間となる｡

A,異質性

一般に教育生産関数や学校の効果性に関する既存研

究において､インプットーアウトカム間の関係の異質

性を考慮したものは少なくない｡例えば

Oi =Xiα+月isi+E,

というように学校へのインプットSの効果が生徒個人

によって異なるような教育生産関数を考えることがあ

る｡実証分析でしばしば焦点となるのは､少人数学級

のようなインプットが不利な社会経済的家庭背景の生

徒や成績の低い生徒により大きな恩恵をもたらしてい

るのか､時間の経過によって効果が変化するのか否か

という点である｡つまり､何らかの個人の属性をZと

した時に

βi =γ0+γlZi

におけるパラメータγ.(生徒個人の属性とインプット

の交互作用)が問題となるのである｡あるいは､属性

Zの値ごとにサンプルを分割した時のβの相違が間遭と

なるのである｡また､個人レベルの異質性のみならず､

クラスや学校､地域などの生徒個人が所属するコンテ

クストによる異質性なども考慮されることがある｡教

育政策分析では広く用いられている下のような階層モ

デル10)はこのような問題意識に対応したものである｡

Oij = XiJLa + SijPi + EL･j

Pi =Z,1十ui

例えば､ STARプロジェクトに関する研究であるNye et

al, (2000)は生徒-クラスー学校という3階層からなる

モデルで､クラスサイズの効果が学校の特性(学校の

所属する地域性や教員の修士学位保持率､平均的な経

験年数など)に依存するという想定をおいて分析を

行っている｡このように教育支出を伴うインプットの

効果は生徒個人の属性や教具個人の行動の行動､ある

いは学校組織の過程やコンテクストなどのマクロな要

因に依存することは十分に考えうるし､それに関する

知見自体に政策的な含意がある｡先述の通り､ ｢支出は

重要か｣という間の答えはポジティブなものか否かは

論争的であるが､その結論に関係なく､資源の効果に

異質性が存在することを前提にその異質性をもたらす

要因を考察するというリサーチプログラムは建設的で

あるように思われる｡

B.非効率性

インプットの無条件の効果を懐凝する立場の者に

とって､学校組織におけるインセンティブ構造の相違

によって生じうる異質性､すなわち非効率性は重要な

考察の対象である｡一般的にインセンティブ構造を重

視する立場の研究の問題意識は､教育活動における生

産の効率性という教育生産関数研究の前提に対する懐

疑があるoすなわち､ ｢生産関数｣という単語自体､学

校組織が資源を常に効率的にアウトカムに変換するこ

とを前提としており､また常に効率的に生産が行われ

ている想定することで学校内部過程の無視している点

を批判するのである11)｡教育生産において学校組織が

非効率的であると想定する主な根拠は､ (1)意思決定者

は利益最大化もしくはコスト最小化に従うインセン

ティブがない､ (2)意思決定者が生産過程を理解してお

らず､生産フロンティア上で生産を行っているとは考

えられない､という点にある(Hanushek,1979)0

また､学校内部に複数の利害や専門性の異なるアク

ターが存在することを前提とした場合､それらのアク

ター間の関係が教育活動における効率性を左右すると

考えられる｡すなわち､アクター間のコミュニケー

ションのコストや利害の相違､情報の格差は､インセ

ンティブ構造によってある程度規定されると想定され

る. McMeekin(2003)は､新制度派経済学における交渉

コスト(transaction cost)アプローチにより学校教

育におけるインセンティブ構造を捉える｡ McMeekinに

よれば､教員及び生徒のインセンティブに関連する仕



教育支出の政策分析における論点

組みは､報酬(reward)､競争(competition)､評価

(threats)､の3つに大きく分けられる｡報酬は､業績

給など教員個人及び学校に対するパフォーマンスに応

じた処遇である｡競争は､ヴァウチャー制度やチャー

タースクール､公立学校選択制(オープンエンロール

メント)などの学校選択一般である｡評価は､外部的

な基準による評価システムである｡学校内部の教育活

動の過程は､生徒､親､教員､校長､教育委員会(理

事会)､外部環境という6つのアクター間のコミュニ

ケーションとして捉え､その交渉コストに焦点を当て

る｡そして3つのインセンティブのインパクトは､こ

れらのアクター間の相互関係にどのような影響を与え

るかに依存すると想定している｡

この交渉コストに基づくアプローチは仮説を導く理

論というよりは､さまざまな実証分析の結果やケース

の記述に解釈を与える枠組という性質のものであり､

十分に精赦化されたものとは言い難いが､ McMeekinの

示した3つのインセンティブシステムは､近年の改革

では議論の対象となっている主要な手法に触れており､

この分類に沿って既存の実証研究を整理しておこう｡

報酬によるインセンティブに関して､教貞個人に対

するメリットペイについては教員の協働関係を害する

ものとして否定的な指摘が大勢を占める一方で､チー

ムとしての学校に対する報酬については､その弊害が

無いためインセンティブとして作用するという指摘が

ある｡ Lavy(2002)は､イスラエルの中等学校のデータ

の計量分析により､学校を単位とする報酬プログラム

と資源の追加的投入プログラムとを比較し､前者の方

が単位費用あたりのパフォーマンスで優れていること

を示している｡Richards&Sheu(1992)は､サウスカロラ

イナ州における学校を単位としたインセンティブプロ

グラムを分析し､社会経済的に不利な背景の層の学校

において学業成績の改善が見出している｡同様に

Cooper&Cohn(1997)もサウスカロライナ州のプログラム

を分析し､教員個人レベル､学校レベルの業績に基づ

くボーナスが共に生徒の学業成績におけるパフォーマ

ンスの改善をもたらしていることを明らかにしている｡

競争によるインセンティブは大方､学校選択制と関

連している｡ Rapp(2000)は選択制と教員の努力(授業

準備や生徒との課内･課外活動の時間)との関係を分

析し､一部の推定において公立学校選択により教員の

努力が増加することを見出している12)｡Hoxby(2002)は

学校選択(公立学校選択､私立学校､チャータースター
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ル)によって有能な教員の需要が高まり､それらの教

員が受けるスキルや努力に応じた処遇の増分が高まる

ことを計量分析によって明らかにしており､その含意

として選択制が有能な教員の教職への参入と残留をも

たらすことを示している｡Millimet&Collier

(forthcoming)は明示的に学校レベルの効率性を被説明

変数とした上で公立学校間の競争が効率性の改善を促

していることを明らかにしている｡近年､実験データ

などマイクロデータを用いた学校選択制に関する実証

分析が多く行われており､一部には学校選択によって

学業成績などの改善があったことを示す研究があるが､

どのようなメカニズムにおいて改善が起こるのかとい

う議論はほとんどみられず､選択･競争が学校組織に

おける教育活動にどのような影響をもたらしたかとい

う観点からの実証分析はまだ少ないという状況にある｡

評価によるインセンティブについては集権的な外部

試験に関する考察が主であるが､学校の自律性との関

連を明らかにした興味深い分析がある｡ Bishop(1996)

は､アメリカ､イングランド､フランス､オランダの

比較分析においてインセンティブ構造を規定する要因

として外部試験に着目し､外部試験の存在によって､

生徒､教員､地方教育行政当局はアウトカム向上のた

めに努力するインセンティブを持つことになるという

解釈を示している｡すなわち生徒においては､クラス

内の相対評価のように生徒同士の利害が反目しないた

め規範が確立され､教員にとっては温情で生徒を評価

することがなくなり､行政当局にとってはパフォーマ

ンスが学校情報として晒されるため､各々努力するイ

ンセンティブを持つことになる､というのである｡

Woessmam(2003a)はプリンシパル-エージェント関

係の枠組に基づいて､分権的意思決定一学校がカリ

キュラムや教員の処遇などの意思決定において自律性

を持つ-の下での学校の行動を理解し､外部試験の効

果を考察している｡一般にプリンシパル-エージェン

ト関係に関する議論では､プリγシパルとエージェン

トとが互いに異なる選好を持ぢ､~後者が専門性ゆえに

情報をより多く保持しているという状況が考察の対象

になる｡エージェントはプリンシパルに対してアカウ

ンタビリティがあり､また前者が後者を監督する立場

にあるが､選好の相違及び情報の非対称性により､

エージェントがプリンシパルの利益に違背して自身の

利益だけを追求する機会主義的行動をとる余地が存在

する｡しかし制度的条件によってエージェントの行動



126 東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢　第27号　2008年

に関する透明性が高まり､エージェントの行動および

その成果に関する情報を得るコストが小さくなり､プ

リンシパルが容易に監視を行える状況にある時､エー

ジェントの機会主義的行動は抑制される｡

プリンシパルーエージェント関係を教育生産の場面

に適用すると､プリンシパル-生徒･親､エージェン

I-学校(教員)と解釈される｡ Woessmann(2003a),

Fuchs&恥essmam(2007)はBi shop (1996)と同様に各国に

おける外部試験の有無という制度的要因に焦点を当て

て13)､学校外部で行われる試験の存在によって生徒の

パフォーマンスが可視的となることで機会主義的行動

が抑制され､分権的意思決定はプリンシパルの望むア

ウトカムの生産に寄与するという仮説を立てた上で実

証分析を試みている14)｡ TIMSSおよびPISAのマイクロ

データを用いて教育生産関数の推定を線形回帰によっ

て行った結果､外部試験の存在自体がアウトカムを大

きく向上させる点を示している｡また外部試験の有無

の変数と学校の自律性に関する変数の交互作用を検証

し､学校の自律性がアウトカムに及ぼす作用は､外部

試験の存在にすることによってよりプラスに働くこと

を明らかにした｡

教育生産関数研究におけるインプットーアウトプッ

ト(アウトカム)型の研究に比して､インセンティブ

システムの効果の実証分析は歴史が浅く､蓄積が少な

い｡またその中の数少ない既存の実証分析を見る限り､

インセンティブに関わる制度が直接的にアウトカムに

及ぼす効果(主効果)が焦点となっており､インセン

ティブを重視する立場の問題意識と整合した形で検証

が行われているとは言えない｡今後の研究においてイ

ンプットの効果の異質性あるいは非効率性を説明する

要因という視点からの考察が期待される｡

IV.分析方法における論点

教育政策分析は様々なディシプリンに属す研究者に

よって行われており､その研究手法も分析者のバック

グラウンドとなるディシプリンに依存しているように

思われる｡教育政策分析に用いられる手法は主に教

育･心理統計学(教育測定)のものと計量経済学のも

のに大別できるが､管見の限り､これらの手法間の交

流はほとんど見られないため､双方の分析手法や分析

上聞題とされる事項に関して情報の共有がなされてい

ないという状況にある｡この節では学校の効果性研究

で用いられる教育･心理統計学による手法と教育生産

関数研究で用いられる計量経済学による手法､それぞ

れの共通項および各問題点を明らかにしておきたい｡

なお､この節での検討は効果の異質性､非効率性に関

するトピックに限定する｡一般的な教育政策の計量的

実証分析における方法論上の論点としては､ Hanushek

(2007)やTeddl ie&Reynolds(2000, Ch6, 12)を参照され

たい｡

教育･心理統計学をベースとする実証分析者におい

て階層モデルは現在では広く用いられている｡前節で

述べたように階層モデルは生徒個人-クラスー学校､

あるいは特定時点での生徒個人一生徒個人というよう

にデータの階層に対応してモデルのパラメータも階層

を形成しており､観察されない異質性を確率的変数一

多くの場合多変量正規分布に従うと仮定される-とし

てモデリングすることで所属コンテクストレベルでの

異質性の表現を可能にする｡教育支出に関する議論に

関していえば､クラスレベルあるいは学校レベルのイ

ンプットの効果が所属する学校､地域あるいは教育行

政制度によって異なる可能性を考慮することができる

ということになる｡

このような階層モデルはベイズ統計学･計量経済学

ではよく知られたモデルであるが､経済学をバックグ

ラウンドとする教育政策実証研究者によって用いられ

る機会は少ない15)｡このことは階層モデルに馴染みが

ないことも一因と考えられるが､基本的には観察され

ない異質性への対処法の相違の反映と見ることができ

る.例えば次のような観察データの線形モデルを分析

する時に

Oij = XL･jP + vL･j

教育経済学に限らずミクロ計量経済学の実証では､同

時性や省略された変数によって生上る内生性(Ⅹと誤差

項の相関)の問題に多くの注意を割いている｡教育生

産関数研究の文脈では内生性は主に観察されない要因

によって生じうる｡ 2節の式(1)において生得的な要因

Aがデータに含まれることはほとんどなく､またピアグ

ループに関する変数Pも全ての要素を観察することは

できない｡また家庭側の学校の選択行動や学校や教育

行政担当者による生徒-の資源の割り当ても省略され

た変数による内生性を生じさせることになる｡内生性



図1包絡分析法のイメージ
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図2　確率的フロンティアモデルのイメージ

がある場合βの推定値にバイアスをもたらすことにな

るため何らかの対処法が必要となる｡教育経済学の実

証分析では操作変数法もしくは固定効果モデルがよく

用いられ､このうち後者は階層構造をもつデータ(パ

ネルデータもしくは生徒個人とクラス､学校の情報を

含むデータ)で適用可能である｡下記のようにユニッ

トレベルで異なる切片を想定し,個体ダミー変数に

よってコンテクストレベルの観察されない要因による

効果をコントロールする16)｡言い換えればⅩとbの間

に任意の相関を許容するのである｡

Oij = XijP+ bj + V,.j

そしてこの固定効果モデルは係数に関して異質性を想

定した固定係数モデルに一般化することができる

(Card&Krueger1992, Wooldrodge2002, Chll) 0

このように教育･心理系の計量的実証分析と経済系

の計量的実証分析では観察されない異質性の扱いが異

なっており､階層モデル(変量効果モデル)と固定効

果モデルという異なる分析方法に反映されている｡教

育学や心理学､社会学系の実証分析者に多用される階

層モデルでは､ユニット内で変動がない要因の効果に

ついて推定が可能であるが､一方でほとんどの場合,

観察されない異質性について多変量正規分布に従い､

観察される変数との相関がないという制約-しばしば

非現実的で思われる制約-を置いている17)｡一方､経

済学系の実証分析者に用いられている固定効果モデル

0 X
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はユニット内で変動しない観察されない要因による内

生性に対処することが可能である反面､ユニット内で

変動しない説明変数を含むモデJJの推定が不可能であ

るという短所がある｡それぞれの長所と短所をふまえ

た上で分析方法の適用や分析結果の検討が行われる必

要があろう｡

次に非効率性に関する分析手法に関して述べておく｡

非効率性を実証分析の対象とするのは専ら(教育)経

済学研究者であって､その他の分野の研究者のアプ
ローチには見られない｡実証分析において非効率性

(技術的非効率性)は､相対的に把握される｡すなわち､

ある意思決定ユニットが同じインプットの投入量の他

の意思決定ユニットにアウトカムの水準で劣る場合､

非効率的ということになる｡図1は横軸にインプット

縦軸にアウトカムの量をとり､生産ユニットを位置づ

けたものであり､直感的にはより右下に位置するほど

非効率的ということになる｡インプットの量が同じA

とBとでは前者が非効率的ということになる｡また最

も効率的なユニットCを通る実線または破線は効率的

フロンティアであり､達成可鞄ベストプラクティス

のアウトカムを表しており､この曲線から乗離するに

従って非効率性が大きくなると解釈できる｡

政策評価で用いられる包絡分析法(Data Envelop一

mentAnalysis)はこのような効率性･非効率性計測を

複数のインプットー複数のアウトカムに拡張したもの

である18)｡また変量効果モデルの特殊形である確率的

フロンティアモデルも効率性･非効率性の推計によく
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用いられる｡確率的フロンティアモデルは下のように

表され､ uは非効率性に関する非負の確率変数であり､

半正規分布や指数分布などに従うと仮定されることが

多い｡

Oij = XijP+vij - uj

特に対数線形モデル(半対数線形モデル)の場合､

OL･j = f(Xij)eU'j-uJ

と表現され､exp(-u)は0から1の閏の数値をとり､ ｢効

率性｣と解釈される(図2のOB/OA)｡分析の第1段階

で包絡分析法および確率的フロンティアモデルによっ

て非効率性また効率性を推計し､次にそれらを被説明

変数とした上で要因分析が行われることが多い｡また

確率的フロンティアモデルではuの平均や分散に関す

るパラメ⊥夕を外生変数の関数とすることで､イン

プットのアウトカムに対する効果､各ユニットの非効

率性､非効率性に対する外生変数の効果を一度に推定

することが可能である｡

包絡分析法と確率的フロンティアモデルは教育経済

学の実証分析でも比較的目にする手法であるが19)､そ

の適用に関して不適当なケースが少なくない｡教育に

おけるアウトカムとして学力調査のスコアなどが用い

られることが多いことは先述のとおりであるが､その

スコアは包絡分析法や対数線形(半対数線形)確率的

フロンティアモデルが想定するような比例尺度でない

場合が多々ある｡例えばPISAやTIMSSなどの学力調査

のスコアは項目反応理論によって推定されるが､この

スコアは正規分布に従う間隔尺度であり､0というポイ

ントは意味を持たない20)｡包絡分析法や対数線形(辛

対数線形)確率的フロンティアモデルは効率性をベス

トプラクティスのユニットのアウトカムとの比で解釈

するのであるから､項目反応理論によるスコアをアウ

トカムに選択するのは誤りである｡実際に､各国ある

いは各学校のPISAの平均スコアをアウトカム変数とし

て包絡分析法や対数線形(半対数線形)確率的フロン

ティアモデルによって分析した研究が見受けられるが､

これは教育測定に関する理解の欠如を反映している｡

以上､教育政策分析､とりわけ､異質性や非効率性

に関する実証分析の方法と問題点を指摘した｡既に見

たように､ ｢支出は重要か｣､ ｢どのような条件で支出は

効果を持つのか｣という点に関して教育政策研究者は

研究課題を共有しているにも拘らず､実証分析手法に

は背景となるディシプリン間での断絶があるのが現状

である｡ここでとりあげた分析手法について､使う側

であれ､分析結果を解釈する側であれ､それぞれの手

法の前提や問題点について十分に理解しておく必要が

あるだろう｡

V.むすび

多額の公財政支出を要する教育セクターにおいて､

財政支出やそれから派生する政策的なインプットの効

果に関する評価･分析は教育政策研究における最重要

課題であり､ (教育)経済学における教育生産関数研究

および教育学などにおける学校の効果性研究の中で数

多く行われてきた｡学校の効果性癖究では､当初のイ

ンプットーアウトプット(アウトカム)型の分析から

次第に学校･学級内のプロセスを重視する分析へとシ

フトし､多くの要因を説明変数として取り込むことと

なった(Teddlie&Reynolds2000, Chl)｡この展開を研

究の発展と捉えるか否かは各研究者の関心に依存する

が､政策的な含意から考えて､教育支出および支出を

伴うインプットに関する考察の重要性は減じることは

ない｡また計量的実証分析は｢効果はどれくらい大き

いか｣という点に関して政策判断に必要な情報を提供

する必要がある-多くの実証分析で見られる統計的

有意性や符号の正負という定性的な情報のみの報告に

はほとんど価値はない｡

本稿では教育支出の効果に関する評価･分析におけ

る視点と手法について論じたが､ ｢支出は重要か｣とい

う点よりも､ ｢どのような条件で支出は効果を持つの

か｣という教育支出の効果の異質性および非効率性を

中心に若干の考察を行ってきた｡教育支出などのイン

プットの効果の異質性や非効率庵どいうイシューの重

要性は古くから指摘されてきたが､その間題意識に対

応した政策的なインプリケーションを持つ研究は未だ

十分とは言いがたい｡特に教育政策･行政研究との関

連で言えば､｢どのような制度的環境の下で教育支出は

効果的･効率的となりうるか｣という点に関しての考

察は今後の大きな研究課題である｡また4節でも指摘

したように､様々なディシプリンの研究者による分析
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手法の相互理解･浸透も研究の発展のうえで欠かせな

いであろう｡

これまで日本においてこのような教育政策分析の環

境は整備されてこなかったが､近年は｢学力問題｣や

財政再建下での教育財政支出をめぐる文部科学省と財

務省間の攻防という背景によって､教育政策関係者の

みならずとも公衆の教育支出の帰結についての関心は

高まっている21)｡欧米で蓄積されてきた教育生産関数

研究や学校の効果性研究の視点や手法の問題点をふま

えつつ､政策課題の解決に資する政策分析が期待され

る｡

注

1)T｡ddlie&Reynolds(2000)によれば､学校の効果性

に関する研究は主に3つの潮流に分けられる｡ 1つ

は学校の効果に関する研究(School Effects

Research)であり､インプット-アウトプット間の

分析である｡ 2　つ目は効果的な学校に関する研究

(Effective Schools Research)であり､効果的な

学校教育のプロセスに焦点をあてるものである｡ 3

つ目は学校改善に関する研究(School Improvement

Research)であり､学校の変容のプロセスに焦点を

あてる｡以降､学校の効果性に関する研究と言う

時には､特に断らない限り､ 1つ目の学校の効果に

関する研究を指す｡

2)実際のデータでは生得的能力に関する変数が含ま

れることはほとんどない｡

3)この方法上の批判に関する応答はColeman(1968,

1970)に見られるが､その内容が説得的であるとは

到底言いがたい｡

4)Levacic&Vignoles(2002)はイギリスにおける教育

生産関数研究をレビューしたうえで､同様の結論

を得ている｡

5)Hedges et al.(1994)では､生徒1人当たり教育支

出が約10%増加するにつき､テストスコアによって

測られる生徒のアウトカムが0.7標準偏差上昇する

ことを示している｡だがこの推定値の大きさは非

現実的である(Hanushek, 1994)0 Greenwald et

al.(1996)は､メタアナリシスに用いる論文を一定

の基準に基づいて選別し､再分析した結果､生徒1

人当たり教育支出が約10%増加するにつき､テスト
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スコアによって測られる生徒のアウトカムが0.15

-0.2標準偏差上昇することを示している｡

Hanushek(1994, 1996)はこれらに対する反批判とし

て､メタアナリシスは各研究の推定値が救立であ

ることを要請するが､用いた研究はそれが想定で

きないことを批判する｡しかし､この批判が正し

いのならば､そもそもHanushek(1986,1989,1997)

のサマリー自体に問題があり､その結論自体も安

当性を欠く事になる｡ただし､メタアナリシスの

大きなネックとして､既存研究のメタアナリシス

にはモデル特定化の問題がクリアされている一一

内生性がなく､関数形が適切である一一という強

い仮定がある｡

6)全ての論文に同じウェイトをかける､あるいは

ジャーナルのインパクトファクターに応じてウェ

イトをかけるというように修正すると､資源の係

数が正となるケースが多くなることを示している｡

7)この研究自体は､教員の質が生徒のアウトカムに

及ぼす影響に関するものである｡第4学年のクラス

規模10人減少分の効果と教員の質の1標準偏差上

昇分とがほぼ同じ効果であることを示している｡

この研究とは反対に学年が上がるに従い､少人数

クラスの効果が強くなるという蓄積的効果を示し

たものとして､ Angrist&Lavy(1999)がある｡

8)クラスサイズに関するメタアナリシスの先駆けと

してはGlass　&　Smith(1979)がある｡

9)ここで挙げた研究の他に近年のクラスサイズの効

果に関する分析として､操作変数法を用いた

Akerhiel皿(1995), Bonesronning(2003), Boozer&

Rouse(2001), Dobbelsteen et al. (2002),Iacovou

(2002), Levin(2001), Woess皿ann&West(2006)､操

作変数法とRegression Discontinuity Designを併

用したAngrist&Lavy(1999), Hoxby(2000)､ Diffe-

rence in Differenceを用いたLindahl(2005)､

STARプロジェクトの実験データを分析した

Ⅹrueger&whitmOre(2002), Nye et al. (2000), Nye

et al.(2002)などがある｡

10)階層モデルについてはRaudenbush&Bryk(2002),

Goldstein(2003)など

ll)このような批判が成り立QLaは､そもそもイン

プットーアウトプット間の関係に経済学における

生産者行動の理論による解釈を適用しているから

である｡生産者が常に生産フロンティア上で生産

を行っているという理論上の仮定がない限り､回

帰分析によって推定値は単なるインプットとアウ

トカムの平均的な関係を意味するに過ぎない｡

12)公立学校選択制の形態(学区内選択､学区間選

択､マグネットスクールの実施に関するダミー変
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数化)を説明変数として分析を行っているが､親

の選択によって教員の努力が増加するという仮説

を支持するのは､学区内の公立学校選択という一

部の形態にのみとどまる｡

13)ここでいう外部試験の定義は必ずしも明確ではな

い｡ Woessmann(2003a)の実証分析はTIMSSのデー

タを用いており､その対象は中等教育であること､

Woessnann(2003a:Table1311)を見る限り､日本に

おいて外部試験が存在することになっている点か

ら､前期中等教育と後期中等教育との接続におけ

る入試もこの外部試験にカウントしていると考え

られる｡

14)Hannaway(1996)も同様に､パフォーマンスに応じ

た処遇によるインセンティブについてSchooIBased

Management(SBM)などの分権化との関連で論じて

いる｡分権化は､複雑で､非ルーティン的で､集

権的な監視が困難である状況において効果的であ

るが､一方で行動の方向付けを欠くことになる.

その欠点を補う上でパフォーマンスに応じたイン

センティブが有効である｡しかし､一方で､パ

フォーマンスに応じたインセンティブの問題点と

して､行動の歪曲(特定のアウトカムの産出に偏

重した行動)という問題がある｡この欠点を補う

上で分権化の下での局所的な監視が必要となる｡

このようにパフォーマンスに応じたインセンティ

ブと分権化は相補的であり､単独では機能せず､

双方が揃うことによって初めて機能することを指

摘する｡

15)経済学ではパネルデータ分析においてよく用いら

れるランダム切片モデル(変量効果モデル)は階

層モデルの特殊形とみなすことができる｡教育･

心理統計学における階層線形モデルは､計量経済

学ではランダム係数モデルと呼ばれる｡近年では

Ca皿erOn&Trivedi(2005)のようなミクロ計量経済

学のテキストにおいても階層線形モデルは紹介さ

れている｡

1 6)実際の線形パネルモデルの固定効果モデルの推定

は､被説明変数および説明変数から級内平均を減

じるという変換を行った上で最小2　乗法によって行

う｡

17)ベイズ統計学では､観察されない異質性に関して

t　分布や正規混合分布などのより柔軟な分布の階層

線形モデルが考案されている｡ Seltzer(1993)や

KleinJnan&Ibrahi皿(1998)などを参照.

18)包絡分析法の解説については中井(2005)など｡

19)包絡分析法の適用例としてはAfonso&Aubyn

(2005)､ Kirjavainen&Loikkanen(1998)など｡確率

的フロンティアモデルの適用例としてはCooper&

Cohn(1997)､ Conroy&Arguea (2008)など｡

20)PISAやTIMSSのスコアは平均が500､標準偏差が

100に標準化されている｡例えば､ A国の平均スコ

アが400､ B国の平均スコアが600であるとき､そ

れはあくまでも200ポイントの差があることを意味

するに過ぎず､ ｢B国のスコアはA国の1.5倍であ

る｣という解釈はできない｡

21)もっとも近年の議論は日本の教育財政支出水準の

高低の現状認識をめぐる議論である｡教育政策関

係者および教育政策関係者の間は教育財政支出のG

DP比を根拠に日本の教育財政支出は先進国の中で

も低水準であると主張し､教育支出拡大を求める
一方､財務省あるいは財政制度等審議会は､生徒1

人当たり教育支出額や政府支出に占める教育支出

の割合を根拠に教育支出水準は低くないことを主

張している｡このような基礎的事実に関しても見

解が分かれているというのが現状であり､教育支

出の高低をどのように測るかという点から議論を

積み上げる必要があろう｡教育財政支出水準の高

低に関してどの指標を用いるか､日本の水準をど

のように判断するかという点については､塙を改

めて論じたい｡
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